遺 産 分 割 協 議 書
被相続人の表示
	項目
	記入欄

	氏名
	［被相続人の氏名］

	生年月日
	［　　　年　　月　　日］

	死亡日
	［　　　年　　月　　日］

	最後の本籍
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	最後の住所
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］



上記被相続人の相続について、共同相続人全員は、遺産分割協議を行った結果、被相続人の遺産を次のとおり分割することに合意した。
第1条（遺産の取得）
共同相続人全員は、別紙遺産目録に記載した遺産の全部を、相続人［氏名：　　　　　　　　　］が取得することに合意する。
第2条（記載のない遺産および後日判明した遺産）
本協議書に記載のない遺産および後日判明した遺産については、相続人［氏名：　　　　　　　　　］が取得する。
第3条（債務の内部負担）
被相続人の債務については、相続人間の内部関係において、相続人［氏名：　　　　　　　　　］が負担する。他の相続人が債権者から請求を受けて弁済したときは、同人はその弁済額を負担した相続人に求償できる。なお、本条は債権者の権利を制限するものではない。
第4条（相続手続に要する費用）
相続登記、預貯金の解約その他の相続手続に要する費用は、相続人間の内部関係において、相続人［氏名：　　　　　　　　　］が負担する。
第5条（手続への協力）
共同相続人全員は、本協議の内容を実現するために必要な書類の提出その他の手続に相互に協力する。
以上の合意を証するため、本協議書を共同相続人の人数分作成し、共同相続人全員が署名し、実印を押印のうえ、各自1通を保管する。
［　　　年　　月　　日］
	遺産を取得する相続人 1

	住所
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	氏名
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］　実印

	相続人 2

	住所
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	氏名
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］　実印

	相続人 3

	住所
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	氏名
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］　実印

	相続人 4

	住所
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	氏名
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］　実印


※相続人が5人以上いる場合は、署名・押印欄を追加してください。


別紙　遺産目録
1．不動産（土地）
	項目
	記入欄

	所在
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	地番
	［　　　　　　　　　］

	地目
	［　　　　　　　　　］

	地積
	［　　　　　　　　　平方メートル］



2．不動産（建物）
	項目
	記入欄

	所在
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	家屋番号
	［　　　　　　　　　］

	種類
	［　　　　　　　　　］

	構造
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	床面積
	［　　　　　　　　　平方メートル］


※2階建て以上の建物は、登記事項証明書のとおり各階の床面積を記載してください。
（例：1階○○.○○㎡　2階○○.○○㎡）

3．預貯金
	金融機関・支店
	種別
	口座番号等

	［　　　　　　　　　　　　　］
	［　　　　］
	［　　　　　　　　　］

	［　　　　　　　　　　　　　］
	［　　　　］
	［　　　　　　　　　］

	［　　　　　　　　　　　　　］
	［　　　　］
	［　　　　　　　　　］



4．有価証券・出資持分等
	金融機関・発行会社等
	銘柄等
	数量・口座番号等

	［　　　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　］

	［　　　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　］



5．その他の財産
	種類
	内容・特定事項

	［　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	［　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	［　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　　　　　　　　　］



6．確認した債務
	債権者
	債務の種類
	残高・契約番号等

	［　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　　　］

	［　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　］
	［　　　　　　　　　　　］





記入・利用時の確認事項
□ 戸籍等により、法定相続人を漏れなく確認してください。
□ 提出先の金融機関や法務局では、実印に対応する印鑑証明書の添付を求められます。相続人全員分を用意してください。
□ 協議書が複数ページになる場合は、各ページの綴じ目に相続人全員の実印で契印を押してください。
□ 協議には相続人全員が参加し、完成した協議書へ全員が署名・実印で押印してください。
□ 不動産は登記事項証明書、預貯金は通帳等の記載どおり、財産を特定できる情報を入力してください。
□ 相続人の住所・氏名は、印鑑証明書の記載に合わせてください。
□ 債務を1人が負担する合意は、原則として相続人間の内部的な取り決めです。債権者の同意がない限り、その合意を債権者へ当然に主張できるわけではありません。
□ 不動産、非上場株式、事業用資産、多額の債務、未成年者や認知症の相続人、遺言書などが関係する場合は、専門家へ相談してください。
	このひな形は一般的なケースを想定した参考書式です。個別の事情に応じて必要な条項や手続が異なります。利用はご自身の判断で行い、必要に応じて弁護士・司法書士・税理士などの専門家へご相談ください。


